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１ 基準の人員配置について

（１）児童発達支援（事業所）・放課後等デイサービス［主として重症心身障がい児以外を通わせる場合］

職種 必要員数 配置要件

管理者 １人以上 原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するもの

従

業

員

児童発達支援
管理責任者

１人以上 １人以上は専任かつ常勤

児童指導員又は
保育士

利用者の合計数が以下の区分に応じて
それぞれに定める数以上

①障がい児の数が10までのもの

2以上

②障がい児の数が10を越えるもの

2に、障がい児の数が10を越えて5又
はその端数を増すごとに1を加えて得
た数以上

 １人以上は常勤

 営業時間を通じて配置

（※定員を超過した場合の追加の基準人員については、サービス提供時間

を通じて配置）

機能訓練担当職員もしくは看護職員を置いた場合において、当該機能訓練担

当職員等が指定放課後等デイサービスの単位毎にその提供を行う時間帯を通

じて専ら当該指定放課後等デイサービスの提供に当たる場合には、当該機能訓

練担当職員等の数を児童指導員又は保育士の合計数に含めることができる。

 ただし、その合計数の半数以上は、児童指導員又は保育士でなければな

らない。

機能訓練担当職員 機能訓練を行う場合は、その時間帯のみ配置

看護職員 医療ケアを行う場合は、その時間帯のみ配置（※）

（※）医療的ケア児の基本報酬の算定に必要となる人員配置の詳細については、厚生労働省より発出された 『医療的ケアを必要とする障
害児への支援に係る報酬の取扱いについて（令和3年5月19日事務連絡）』をご確認ください。
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１ 基準の人員配置について

（２）児童発達支援（事業所）・放課後等デイサービス［主として重症心身障がい児を通わせる場合］

職種 必要員数 配置要件

管理者 １人以上 原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するもの

従

業

員

児童発達支援
管理責任者

１人以上 専ら当該事業所の管理業務に従事するもの

児童指導員
又は

保育士
１人以上

営業時間を通じて配置

看護職員 １人以上
営業時間を通じて配置

医療的ケアの基本報酬を算定する場債は、基準の看護職員とは
別の看護職員を医療的ケア児の利用時間帯を通じて配置（※）

機能訓練担当
職員

１人以上 機能訓練を行う時間帯のみ配置

（※）医療的ケア児の基本報酬の算定に必要となる人員配置の詳細については、厚生労働省より発出された 『医療的ケアを必要とする障害児への支
援に係る報酬の取扱いについて（令和3年5月19日事務連絡）』をご確認ください。
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１ 基準の人員配置について

（３）居宅訪問型児童発達支援 ・ （４）保育所等訪問支援

職種 必要員数 配置要件

管理者 １人以上 原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するもの

従

業

員

児童発達支援
管理責任者

１人以上
専ら当該事業所の管理業務に従事するもの

訪問支援員 訪問支援を行うために必要な数
営業時間を通じて配置

POINT 訪問支援員について

居宅訪問型児童発達支援

• 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・看護職員
若しくは保育士の資格を取得後又は児童指導員
若しくは心理指導担当職員として配置された日以

後、直接支援の業務に３年以上従事した者

保育所等訪問支援

• 障がい児支援に関する知識及び相当の経験を有
する児童指導員、保育士、理学療法士、作業療法
士又は心理指導担当職員等であって、集団生活へ

の適応のため専門的な支援の技術を有する者

訪問支援員の従業者要件は、居宅訪問型児童発達支援と保育所等訪問支援でそれぞれ異なります。
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１ 基準の人員配置について

この営業時間配置の要件は、必ずしも1人の実働時間で満たす必要はなく、複数人の実働時間の合計が「営業時間
を通じて配置」する場合に求められる実働時間を超える場合にも、営業時間配置の要件を満たしているとみなします。

※なお、以下の例においては、基準人員の2人目に着目した例となっています。

勤務形態 基準人員 11時 12時 13時 14時 15時 16時 17時 18時 19時

常勤A １人目 8H勤務

常勤（又は非常勤）B 2人目 8H勤務

*主として重症心身障がい児以外を通わせる放課後等デイサービス事業所 定員10人
営業時間１１時～19時 サービス提供時間14時～１８時の場合 ※休憩時間については、省略しています。

勤務形態 基準人員 11時 12時 13時 14時 15時 16時 17時 18時 19時

常勤A １人目 8H勤務

非常勤B 2人目 ４H勤務

非常勤C ２人目 ４H勤務

勤務形態 基準人員 11時 12時 13時 14時 15時 16時 17時 18時 19時

常勤A １人目 8H勤務

非常勤B ２人目 ４H勤務

非常勤C 2人目 ４H勤務

＜パターン2-1＞基準２人目の「営業時間配置」の要件を、複数人で満たす場合

＜パターン2-2＞基準２人目の「営業時間配置」の要件を、複数人で満たす場合

＜パターン１-1＞基準2人目の「営業時間配置」の要件を、１人で満たす場合

8H

8H

前半と後半に
分けて配置

特定の時間帯に
集中して配置

どちらのパターンでも可

POINT

パターン2-2のような場合、
サービス提供時間帯を網羅
するように配置すること。

「営業時間を通じて配置」とは営業時間の開始時間から終了時間まで従事するこ
とをいいます。
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１ 基準の人員配置について

複数人の実働時間の合計が「営業時間を通じて配置」する場合に求められる実働時間を
超えている場合、超過した実働時間分は、児童指導員等加配加算や専門的支援加算等の各
種加配加算の加配加算算定可能時間としてカウントできます。

*主として重症心身障がい児以外を通わせる放課後等デイサービス事業所 定員10人
営業時間１１時～19時 サービス提供時間14時～１８時の場合 ※休憩時間については、省略しています。

パターン2-3の場合、

基準2人目に相当する複数人の実働時間の合計 － 「営業時間を通じて配置」する場合に求められる実働時間
（１０H） （８H）

＝各種加配算定可能時間に算定できる時間数（２H）

勤務形態 基準人員 11時 12時 13時 14時 15時 16時 17時 18時 19時

常勤A １人目 8H勤務

非常勤B ２人目 ５H勤務

非常勤C 2人目 ５H勤務

＜パターン2-3＞基準２人目の「営業時間配置」の要件を、複数人で満たす場合（超過あり）

10H
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１ 基準の人員配置について

勤務形態 基準人員 11時 12時 13時 14時 15時 16時 17時 18時 19時

常勤A １人目 8H勤務

常勤（又は非常勤）B 2人目 8H勤務

常勤（又は非常勤）C ３人目 ４H勤務

*主として重症心身障がい児以外を通わせる放課後等デイサービス事業所 定員10人
営業時間１１時～19時 サービス提供時間14時～１８時の場合 ※休憩時間については、省略しています。

＜パターン3-1＞基準３人目について、１人で「営業時間配置」の要件を満たす場合（超過無し）

＜パターン3-2＞基準３人目について、１人で「営業時間配置」の要件を満たす場合（超過あり）

事業所が運営規程において定める利用定員を超過した利用者を受け入れする場合、更に
基準人員を配置する必要があります。この定員を超過した場合に追加で配置する基準人員
については、「サービス提供時間帯を通じて配置」が必要です。

勤務形態 基準人員 11時 12時 13時 14時 15時 16時 17時 18時 19時

常勤A １人目 8H勤務

常勤（又は非常勤）B 2人目 8H勤務

常勤（又は非常勤）C ３人目 ８H勤務

なお、パターン3-2について、
基準３人目のCははサービス提
供時間を超えて勤務していま
すが、

このサービス提供時間を超過
した実働時間分（11時～14時、
18時～19時の計4時間）につ
いては、各種加配加算の算定
可能時間として算定できない。

これは、基準２人目の取り扱い
と異なるので、要注意。
なお、考え方については、左記
のとおり。

POINT 人員基準上求められる配置時間を超えて勤務している時間

の取り扱いについて

人員基準上求められる員数（頭数）に対して、実際に配置している員数（頭数）の方が上
回っている場合（加配できている）についてのみ、人員基準上求められる配置時間を超
えて勤務している時間数を各種加配加算の算定可能時間として算定可能。

どちらのパターンでも可
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１ 基準の人員配置について

勤務形態 基準人員 11時 12時 13時 14時 15時 16時 17時 18時 19時

常勤A １人目 8H勤務

常勤（又は非常勤）B 2人目 8H勤務

非常勤C ３人目 ２H勤務

非常勤D ４人目 ２H勤務

＜パターン４-2＞基準３人目について、複数人で「営業時間配置」の要件を満たす場合（超過あり）

勤務形態 基準人員 11時 12時 13時 14時 15時 16時 17時 18時 19時

常勤A １人目 8H勤務

常勤（又は非常勤）B 2人目 8H勤務

非常勤C ３人目 ３H勤務

非常勤D ４人目 ３H勤務

＜パターン４-１＞基準３人目について、複数人で「営業時間配置」の要件を満たす場合（超過なし）

基準３人目に相当する複数人の実働時間の合計が「サービス提供時間を通じて配置」する
場合に求められる実働時間を超えている場合、超過した実働時間分は、児童指導員等加配
加算や専門的支援加算等の各種加配加算の加配加算算定可能時間としてカウントできます。

パターン４-２の場合、

基準３人目に相当する複数人の実働時間の合計 － 「サービス提供時間を通じて配置」する場合に求められる実働時間
（６H） （４H）

＝各種加配算定可能時間に算定できる時間数（２H）

POINT

基準３人目について

複数名で基準３人目の
要件を満たす場合は、
基準２人目と同様に必
ずサービス提供時間を
網羅するように配置し
なければならない。

*主として重症心身障がい児以外を通わせる放課後等デイサービス事業所 定員10人
営業時間１１時～19時 サービス提供時間14時～１８時の場合 ※休憩時間については、省略しています。

※なお、このとき複数人の職種がそれぞれ違う場合は、その内、最も報酬単価が高い
職種の加配算定可能時間と判断します。
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１ 基準の人員配置について

「１人以上は常勤」とは、ひと月を通じて基準人員として配置する児童指導員又は保育士
のうち、１名以上が常勤であることを指します。

配置実績

職種
加配
区分

勤務形態
氏名

第１週 第２週

1 2 3 4 5 6 7 ８ 9

常勤又は
非常勤

専従又は
兼務

月 火 水 木 金 土 日 月 火

児童指導員 児童 常勤 専従 A 8 8 8 8 8 8 有
給

保育士 専門 非常勤 専従 B 8 4 8 8 8 8

児童指導員 児童 非常勤 専従 C 4 8 8 4 4

保育士 専門 非常勤 専従 D 8 8 4 4

利用者数 10 10 11 10 10 10 10 10 10

常勤人員配置実績数 １ １ １ １ 1 0 0 １ 0

人員基準可否 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

POINT 常勤職員を毎日配置する

ことまでは求めていない。

週４０時間勤務する常勤職員であり、１日あたり
の勤務時間が８時間であった場合

左図のように、当該常勤職員は労働基準法上、
週に5日勤務が限度であるため、土日は休みに
なっています。

このような常勤職員の公休日について、代わり
の常勤を配置する必要はありません。（非常勤
を２名配置で可）

また、同様に９日（火）のように、常勤職員が有
給を取得する場合も、同様に代わりの常勤を配
置する必要はありません。 （非常勤を２名配置
で可）

厚生労働省Q＆A(令和５年3月3日） 問１ （答）

指定通所基準では、児童指導員又は保育士のうち１人以上は常勤職員であ
ることとしているが、常勤職員がサービス提供時間帯を通じて児童発達支
援の提供に当たることまで定めていない。

一方、児童指導員又は保育士は、児童発達支援の提供時間帯を通じて、2名
以上置く必要がある。

よって、労働基準法等の関係で、常勤の職員が休暇を取得する場合は、当該
休暇を取得する職員以外の児童指導員又は保育士を配置して、サービス提
供時間帯を通じて２名以上配置する必要があるが、当該2名以上の職員が
常勤職員である必要まではない。
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２ 常勤・非常勤・専従・兼務について

用語の定義と
４つの勤務形態の例

専従
（専ら従事する・専ら提供に当たる）

兼務

当該事業所に勤務する時間帯において、
その職種以外の職務に従事しないこと

当該事業所に勤務する時間帯において、
その職種以外の職務に同時並行的に従
事すること

常
勤

当該事業所における勤務時間が、「当該
事業所において定められている常勤の
従業者が勤務すべき時間数」に達してい
ること

① 常勤かつ専従
1日あたり8時間（週40時間）勤務してい
る者が、その時間帯において、その職種
以外の業務に従事していない場合

②常勤かつ兼務
1日あたり8時間（週40時間）勤務してい
る者が、その時間帯において、その職種
に従事するほかに、他の業務にも従事す
る場合

非
常
勤

当該事業所における勤務時間が、「当該
事業所において定められている常勤の
従業者が勤務すべき時間数」に達してい
ないこと

①非常勤かつ専従
1日あたり4時間（週20時間）勤務してい
る者が、その時間帯において、その職種
以外の業務に従事していない場合

④非常勤かつ兼務
1日あたり4時間（週20時間）勤務してい
る者が、その時間帯において、その職種
に従事するほかに、他の業務にも従事す
る場合

（１）「当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数」とは・・・
当該法人又は事業所で定めた「就業規則」が根拠となる。従業者が１０人未満のため就業規則の作成義務がない場合

でも、児童福祉法上、常勤換算を算定するための根拠として必要であるため、常勤者の勤務日、勤務時間に関する就
業規則に準じた定めを作成する必要がある。

労働基準法上、１週間に勤務すべき時間数の下限はないが、児童福祉法上の定義に従い、３２時間未満で定めた場合
は「非常勤」という扱いになる。

※①～④：事業所における通常の勤務時間が１日当たり8時間（週40時間）と定められている事業所において従事する者の例

POINT 常勤・非常勤の考え方において、よくある間違い

雇用契約上の正規職員とパート職員の違いではなく、勤務時間によって、常勤・非常勤が決まる点に注意すること。 10



２ 常勤・非常勤・専従・兼務について

（２）短時間勤務制度について

以下の措置を「講じられている」者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っ
ている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を３０時間として取り扱うことを可能とす
る。

（３）時間外労働について

市に届け出する勤務形態一覧表（いわゆるシフト表）の、1人あたりの月の勤務延べ時間数の限度は、
「常勤の従業者が勤務すべき時間数」までです。 （通所基準 総則 〇〇より）

つまり、所定時間外労働や法定時間外労働を前提とした勤務体制は認められません。

なお、上記の考え方は、法人代表についても適用されますので、法人代表だからという理由で、 「常
勤の従業者が勤務すべき時間数」を超えた勤務延べ時間数を設定することはできません。

短時間勤務制度が就業規則等に規定される等、制度化されている状態になっていることを指します。運用で行われているだけ
では不十分です。

POINT ここでいう「講じられている」とは・・・

 母性健康管理措置
（雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保に関する法律第13条第１項に規定する措置）

 育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置
（育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第23条第1項、同条第3項又は同法第24条に規定する所定労働時間の短縮等の措置）
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２ 常勤・非常勤・専従・兼務について

1 2 3 4 5 6 7

月 火 水 木 金 土 日

児童指導員 4 4 4 4 4

管理者 4 4 4 4 4児童指導員 常勤 兼務 Ａ

管理者 常勤 兼務 Ａ

兼務先及び兼
務する職務の
内容

第１週

常勤又は非常勤 専従又は兼務

職種
勤務形態

氏名

（４）常勤かつ兼務について

常勤の要件判定は、「当該事業所における勤務時間」で考えることから、複数の事業所間
での兼務は、常勤ではなく非常勤とし、時間を分けてそれぞれの事業所における勤務形態
一覧表を設定するものとする。

【例】同一法人内の放課後等デイサービス事業所Aと放課後等デイサービス事業所Bの児童指導員とし
て、それぞれ月80時間ずつ従事する者は、双方の事業所において「非常勤」として扱う。

POINT 直接支援員を兼務する場合の記入例

直接支援員を兼務する場合は、その兼務の状況に関わらず、以下の
ように、１日の勤務時間の半分ずつをそれぞれの職種の勤務時間と
して算定する。

複数の職種を兼務している場合でも、兼務している業務の合計の
勤務時間数が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していた場合、
例外的に常勤兼務として認められる兼務の組み合わせは次のとおり

児童発達支援 （同一事業所の）
 管理者×児発管
 管理者×直接支援員放課後等デイサービス

保育所等訪問支援 （同一事業所の）
 管理者×訪問支援員
 児発管×訪問支援員居宅訪問型児童発達支援

障がい児相談支援 （同一事業所の）
 管理者×相談支援専門員

多機能型事業所

児発×放デイ
放デイ×保育所等訪問支援 等

（複数事業所の）
 A事業管理者（又は児発管）×B事

業管理者（又は児発管）

 A事業管理者×A事業児発管×B
事業管理者（又は児発管）

 A事業管理者×A事業児発管×B
事業管理者×B事業児発管

12


営業時間配置

				基準人員の配置例 キジュン ジンイン ハイチ レイ																								「営業時間を通じて配置」とは、営業時間の開始時間から終了時間まで従事することをいいます。 エイギョウジカン ツウ ハイチ エイギョウジカン カイシジカン シュウリョウジカン ジュウジ

				主たる対象者を重症心身障がい児以外とする放課後等デイサービス事業所　定員10名 シュ タイショウシャ ジュウショウシンシン ショウ ジ イガイ ホウカゴナド ジギョウショ テイイン メイ

				営業時間10時～18時　サービス提供時間13時～17時の場合 エイギョウジカン ジ ジ テイキョウ ジカン ジ ジ バアイ

				※休憩時間については、省略しています。 キュウケイジカン ショウリャク																		：勤務時間 キンムジカン

				＜パターン１＞基準2人目が１人で営業時間を通じて配置される場合 キジュン ニン メ ニン エイギョウジカン ツウ ハイチ バアイ

		勤務形態 キンムケイタイ		基準人員 キジュンジンイン		10時 ジ		11時 ジ		12時 ジ		13時 ジ		14時 ジ		15時 ジ		16時 ジ		17時 ジ		18時 ジ

		常勤A ジョウキン		1人目 ヒトリメ																		8H勤務 キンム

		常勤or非常勤B ジョウキン ヒジョウキン		2人目 ニンメ																		8H勤務 キンム

				＜パターン２-1＞基準2人目が複数人で営業時間を通じて配置されている場合 キジュン ニンメ フクスウ ニン エイギョウジカン ツウ ハイチ バアイ

						10時 ジ		11時 ジ		12時 ジ		13時 ジ		14時 ジ		15時 ジ		16時 ジ		17時 ジ		18時 ジ

		常勤A ジョウキン		基準１人目 キジュン ニン メ																		8H勤務 キンム

		非常勤B ヒジョウキン		基準２人目 キジュン ニン メ																		4H勤務 キンム		8H勤務 キンム

		非常勤C ヒジョウキン		基準２人目 キジュン ニン メ																		4H勤務 キンム





				＜パターン２-2＞基準2人目が複数人で営業時間を通じて配置されている場合 キジュン ニンメ フクスウ ニン エイギョウジカン ツウ ハイチ バアイ

						10時 ジ		11時 ジ		12時 ジ		13時 ジ		14時 ジ		15時 ジ		16時 ジ		17時 ジ		18時 ジ

		常勤A ジョウキン		基準１人目 キジュン ニン メ																		8H勤務 キンム

		非常勤B ヒジョウキン		基準２人目 キジュン ニン メ																		4H勤務 キンム		8H勤務 キンム

		非常勤C ヒジョウキン		基準２人目 キジュン ニン メ																		4H勤務 キンム

				※複数名で基準2人目を確保する場合は、必ずしもパターン2-1のように営業時間の前半・後半に分けて配置する必要はなく、営業時間帯を網羅する勤務時間分を2名が従事していれば問題はない。 フクスウ メイ キジュン フタリ メ カクホ バアイ カナラ エイギョウ ジカン ゼンハン コウハン ワ ハイチ ヒツヨウ









				＜パターン２-3＞基準2人目が複数人で営業時間を通じて配置されている場合 キジュン ニンメ フクスウ ニン エイギョウジカン ツウ ハイチ バアイ

						10時 ジ		11時 ジ		12時 ジ		13時 ジ		14時 ジ		15時 ジ		16時 ジ		17時 ジ		18時 ジ

		常勤A ジョウキン		基準１人目 キジュン ニン メ																		8H勤務 キンム

		非常勤B ヒジョウキン		基準２人目 キジュン ニン メ																		5H勤務 キンム		10H勤務 キンム

		非常勤C ヒジョウキン		基準２人目 キジュン ニン メ																		5H勤務 キンム

				※複数名で基準2人目を確保する場合に、2名の勤務時間の合計が営業時間を通じて配置する場合に求められる勤務時間を超過した勤務時間分は各種加配加算の算定可能時間としてカウントします。
　　パターン２-3の場合、営業時間を通じて配置する場合に求められる勤務時間が「8時間」であり、非常勤Bと非常勤Cの勤務時間の合計は「10時間」であるため、2時間を各種加配加算の算定可能時間としてカウントします。 フクスウ メイ キジュン フタリ メ カクホ バアイ メイ キンム ジカン ゴウケイ エイギョウ ジカン ツウ ハイチ バアイ モト キンム ジカン キンムジカン ジカン ヒジョウキン ヒジョウキン キンムジカン ゴウケイ ジカン ジカン カクシュ カハイ カサン サンテイカノウ ジカン















3人目

				定員を超過した場合の、追加の基準人員の配置例 テイイン チョウカ バアイ ツイカ キジュンジンイン ハイチ レイ

				主たる対象者を重症心身障がい児以外とする放課後等デイサービス事業所　定員10名 シュ タイショウシャ ジュウショウシンシン ショウ ジ イガイ ホウカゴナド ジギョウショ テイイン メイ																						事業所が運営規定において定める利用定員を超過した利用者を受け入れする場合、 ジギョウショ ウンエイキテイ サダ リヨウテイイン チョウカ リヨウ シャ ウ イ バアイ

				営業時間10時～18時　サービス提供時間13時～17時の場合 エイギョウジカン ジ ジ テイキョウ ジカン ジ ジ バアイ																						更に基準人員を配置する必要があります。 サラ キジュン ジンイン ハイチ ヒツヨウ

				※休憩時間については、省略しています。 キュウケイジカン ショウリャク																		：勤務時間 キンムジカン

																										この定員を超過した場合に追加で配置する基準人員については、サービス提供時間帯を通じて テイイン チョウカ バアイ ツイカ ハイチ キジュン ジンイン テイキョウジカン タイ ツウ

				＜パターン3-1＞基準3人目が１人でサービス提供時間を通じて配置される場合 キジュン ニン メ ニン テイキョウジカン ツウ ハイチ バアイ

						10時 ジ		11時 ジ		12時 ジ		13時 ジ		14時 ジ		15時 ジ		16時 ジ		17時 ジ		18時 ジ

		常勤A ジョウキン		基準１人目 キジュン ニン メ																		8H勤務 キンム

		常勤or非常勤B ジョウキン ヒジョウキン		基準２人目 キジュン ニン メ																		8H勤務 キンム

				基準３人目 キジュン ニン メ																		4H勤務 キンム

				＜パターン3-2＞基準3人目が１人でサービス提供時間を通じて配置される場合 キジュン ニン メ ニン テイキョウジカン ツウ ハイチ バアイ

						10時 ジ		11時 ジ		12時 ジ		13時 ジ		14時 ジ		15時 ジ		16時 ジ		17時 ジ		18時 ジ

		常勤A ジョウキン		基準１人目 キジュン ニン メ																		8H勤務 キンム

		常勤or非常勤B ジョウキン ヒジョウキン		基準２人目 キジュン ニン メ																		8H勤務 キンム

				基準３人目 キジュン ニン メ																		8H勤務 キンム



				本パターンの場合、基準3人目はサービス提供時間を超えて勤務しているが、この超過した勤務時間については、各種加配加算の算定可能時間として算定できない。 ホン バアイ キジュン ニンメ テイキョウジカン コ キンム チョウカ キンム ジカン カクシュ カハイ カサン サンテイ カノウ ジカン サンテイ



				＜パターン3-1＞基準3人目が複数人でサービス提供時間を通じて配置されている場合 キジュン ニンメ フクスウ ニン テイキョウ ジカン ツウ ハイチ バアイ

						10時 ジ		11時 ジ		12時 ジ		13時 ジ		14時 ジ		15時 ジ		16時 ジ		17時 ジ		18時 ジ

		常勤A ジョウキン		基準１人目 キジュン ニン メ																		8H勤務 キンム

		常勤or非常勤B ジョウキン ヒジョウキン		基準２人目 キジュン ニン メ																		4H勤務 キンム

		非常勤C ヒジョウキン		基準３人目 キジュン ニン メ																		2H勤務 キンム		4H勤務 キンム

		非常勤D ヒジョウキン		基準３人目 キジュン ニン メ																		2H勤務 キンム



				※複数名で基準3人目を確保する場合は、基準2人目とは違い、必ずサービス提供時間を網羅するように配置しなければならない フクスウ メイ キジュン ニン メ カクホ バアイ キジュン ニンメ チガ カナラ テイキョウ ジカン モウラ ハイチ





				＜パターン3-2＞基準3人目が複数人でサービス提供時間を通じて配置されている場合 キジュン ニンメ フクスウ ニン テイキョウジカン ツウ ハイチ バアイ

						10時 ジ		11時 ジ		12時 ジ		13時 ジ		14時 ジ		15時 ジ		16時 ジ		17時 ジ		18時 ジ

		常勤A ジョウキン		基準１人目 キジュン ニン メ																		8H勤務 キンム

		常勤or非常勤B ジョウキン ヒジョウキン		基準２人目 キジュン ニン メ																		3H勤務 キンム

		非常勤C ヒジョウキン		基準３人目 キジュン ニン メ																		3H勤務 キンム		6H勤務 キンム

		非常勤D ヒジョウキン		基準３人目 キジュン ニン メ																		3H勤務 キンム

				※複数名で基準3人目を確保する場合に、2名の勤務時間の合計がサービス提供時間を通じて配置する場合に求められる勤務時間を超過した勤務時間分は各種加配加算の算定可能時間としてカウントします。
　　パターン２-2の場合、サービス提供時間を通じて配置する場合に求められる勤務時間が「4時間」であり、非常勤Ｃと非常勤Ｄの勤務時間の合計は「6時間」であるため、2時間を各種加配加算の算定可能時間としてカウントします。 フクスウ メイ キジュン メ カクホ バアイ メイ キンム ジカン ゴウケイ ジカン ツウ ハイチ バアイ モト キンム ジカン キンムジカン ジカン ヒジョウキン ヒジョウキン キンムジカン ゴウケイ ジカン ジカン カクシュ カハイ カサン サンテイカノウ ジカン















兼務

		職種 ショクシュ										勤務形態 キンム ケイタイ												氏名 シメイ												兼務先及び兼務する職務の内容 ケンム サキ オヨ ケンム ショクム ナイヨウ		第１週 ダイ シュウ

																																						1		2		3		4		5		6		7

												常勤又は非常勤 ジョウキン マタ ヒジョウキン						専従又は兼務 センジュウ マタ ケンム																				月 ゲツ		火 ヒ		水 ミズ		木 キ		金 キン		土 ツチ		日 ニチ

		管理者 カンリシャ										常勤 ジョウキン						兼務 ケンム						Ａ												児童指導員 ジドウシドウイン		4		4		4		4		4

		児童指導員 ジドウ シドウ イン										常勤 ジョウキン						兼務 ケンム						Ａ												管理者 カンリシャ		4		4		4		4		4



























Sheet1

				定員10名／放課後等デイサービス事業所の場合 テイイン メイ ホウカゴナド ジギョウショ バアイ																																						配置実績 ハイチ ジッセキ

				職種 ショクシュ										加配
区分 カハイ クブン		勤務形態 キンム ケイタイ												氏名 シメイ												兼務先及び兼務する職務の内容 ケンム サキ オヨ ケンム ショクム ナイヨウ		第１週 ダイ シュウ

																																										1		2		3		4		5		6		7

																常勤又は非常勤 ジョウキン マタ ヒジョウキン						専従又は兼務 センジュウ マタ ケンム																				月 ゲツ		火 ヒ		水 ミズ		木 キ		金 キン		土 ツチ		日 ニチ

				管理者兼児童発達支援管理責任者 カンリシャ ケン ジドウ ハッタツ シエン カンリ セキニンシャ												常勤 ジョウキン						専従 センジュウ						Ａ														8		8		8		8		8



				児童指導員 ジドウ シドウ イン										児童指導員等 ジドウ シドウイン ナド		常勤 ジョウキン						専従 センジュウ						Ｂ														8		8		8		8		8

				保育士 ホイクシ										専門職 センモンショク		常勤 ジョウキン						専従 センジュウ						Ｃ														8		8		8		8				8

				保育士 ホイクシ										専門職 センモンショク		非常勤 ヒジョウキン						専従 センジュウ						Ｄ														8		8		8				8		8		8

				児童指導員 ジドウ シドウ イン										児童指導員等 ジドウ シドウイン ナド		非常勤 ヒジョウキン						専従 センジュウ						Ｅ																		8				8		8		8

				指導員 シドウイン										その他従業者 ホカ ジュウギョウシャ		非常勤 ヒジョウキン						専従 センジュウ						F																				8		8		8		8

				児童指導員 ジドウ シドウ イン										その他従業者 ホカ ジュウギョウシャ		非常勤 ヒジョウキン						専従 センジュウ						F



										利用者数 リヨウシャ スウ																																9		11		11		11		11		9		9

				：基準人員 キジュン ジンイン						基準人員必要数 キジュン ジンイン ヒツヨウ スウ																																2		3		3		3		3		2		2

										基準人員配置実績数 キジュン ジンイン ハイチ ジッセキ スウ																																2		3		3		2		3		2		2

				：加配人員 カハイ ジンイン						常勤人員配置実績数 ジョウキン ジンイン ハイチ ジッセキ スウ																																2		2		2		2		1		1		0

										児童指導員等加配加算算定可能時間数（専門職） ジドウ シドウイン ナド カハイ カサン サンテイ カノウジカン スウ センモンショク																																8		0		8		0		0		8		0

		赤字 アカジ		：常勤人員 ジョウキン ジンイン						児童指導員等加配加算算定可能時間数（児童指導員等） ジドウ シドウイン ナド カハイ カサン サンテイ カノウジカン スウ ジドウシドウイン ナド																																0		0		0		0		0		0		0

										児童指導員等加配加算算定可能時間数（その他従業者） ジドウ シドウイン ナド カハイ カサン サンテイ カノウジカン スウ ホカジュウギョウシャ																																0		0		0		0		8		8		0



		＜基準の2人目が営業時間を通じて配置されているパターン＞ キジュン ニンメ エイギョウジカン ツウ ハイチ

		1日 ニチ		○		この日の利用者数は9人のため、基準人員必要数は２人。基準人員必要数に加え、保育士D（専門職）を配置しているため、児童指導員等加配加算算定可能時間（専門職）として、8時間が計上可能。 ヒ リヨウシャ スウ ニン キジュン ジンイン ヒツヨウ スウ ニンズウ ニン キジュン ジンイン ヒツヨウ スウ クワ ホイクシ センモンショク ハイチ ジドウ シドウインナド カハイ カサン サンテイ カンサン カノウジカン センモンショク ジカン ケイジョウ カノウ

		2日 ニチ		○		この日の利用者数は11人のため、基準人員必要数は３人。基準人員必要数に加え、配置している人員はいないため、児童指導員等加配加算算定可能時間は無し。 ヒ リヨウシャ スウ ニン キジュン ジンイン ヒツヨウ スウ ニン キジュン ジンイン ヒツヨウ スウ クワ ハイチ ジンイン ジドウシドウインナド カハイ カサン サンテイカノウジカン ナシ

		3日 ニチ		○		この日の利用者数は11人のため、基準人員必要数は３人。基準人員必要数に加え、保育士D（専門職）を配置しているため、児童指導員等加配加算算定可能時間数（専門職）として、8時間が計上可能。 ヒ リヨウシャ スウ ニン キジュン ジンイン ヒツヨウ スウ ニン キジュン ジンイン ヒツヨウ スウ クワ スウ

		4日 ニチ		×		この日の利用者数は11人のため、基準人員必要数は３人。基準人員配置実績数が2名のため、この日は、人員基準を満たしていない。※指導員は基準人員に含めることはできない。
 ヒ リヨウシャ スウ ニン キジュン ジンイン ヒツヨウ スウ ニン キジュン ジンイン ハイチ ジッセキスウ メイ ヒ ジンイン キジュン ミ

		５日 ニチ		○		この日の利用者数は11人のため、基準人員必要数は３人。基準人員必要数に加え、指導員F（その他従業者）を配置しているため、児童指導員等加配加算算定可能時間数（その他従業者）として、8時間が計上可能。
※指導員は基準人員に含めることはできないため、この日の場合は指導員E以外の勤務時間を児童指導員等加配加算算定可能時間数に計上することができない。 ヒ リヨウシャ スウ ニン キジュン ジンイン ヒツヨウ スウ ニン クワ シドウイン ホカジュウギョウシャ スウ シドウイン キジュン ジンイン フク ヒ バアイ シドウイン イガイ キンムジカン ジドウシドウインナドカハイカサン サンテイカノウジカンスウ ケイジョウ

		６日 ニチ		○		この日の利用者数は9人のため、基準人員必要数は２人。基準人員必要数に加え、保育士D（専門職）と指導員F（その他従業者）を配置しているため、児童指導員等加配加算算定可能時間数（専門職）及び児童指導員等加配加算算定可能時間数（その他従業者）として、それぞれ8時間が計上可能。 ヒ リヨウシャ スウ ニン キジュン ジンイン ヒツヨウ スウ ニン ホイクシ センモンショク

		7日 ニチ		×		この日の利用者数は9人のため、基準人員必要数は２人。常勤人員配置実績数が0人のため、この日は、人員基準を満たしていない。※基準人員必要数の内、1人以上は常勤でなければならない。また、基準人員を満たしていないため、指導員Fの勤務時間を児童指導員等加配加算算算定可能時間数に計上することができない。 ヒ リヨウシャ スウ ニン キジュン ジンイン ヒツヨウ スウ ニン ジョウキン ジンイン ハイチ ジッセキ スウ ニン ヒ ジンイン キジュン ミ キジュンジンイン ヒツヨウ スウ ウチ ニン イジョウ ジョウキン

		＜基準の2人目が営業時間を通じて配置されているパターン＞ キジュン ニンメ エイギョウジカン ツウ ハイチ















				＜児童指導員等加配加算について＞ ジドウ シドウイン ナド カハイ カサン

				上記の児童指導員等加配加算算定可能時間数が１月を通して、常勤換算【１】を上回れば、
その職種に応じた児童指導員等加配加算の算定が可能。 ジョウキ ジドウシドウインナド カハイ カサン サンテイ カンサン ツキ トオ ジョウキン カンサン ウワマワ ショクシュ オウ ジドウシドウインナド カハイ カサン サンテイ カノウ





				（参考例） サンコウ レイ																		4月 ガツ				5月 ガツ				6月 ガツ

				児童指導員等加配加算（専門職）常勤換算数 ジドウ シドウイン ナド カハイ カサン センモンショク ジョウキンカンサン スウ																		1.0				0.5				0.2						4月 ガツ				専門職の算定が可能。 センモンショク サンテイ カノウ

				児童指導員等加配加算（児童指導員等）常勤換算数 ジドウ シドウイン ナド カハイ カサン ジドウシドウインナド ジョウキンカンサン スウ																		0.0				0.5				0.3						5月 ガツ				児童指導員等の算定が可能。 ジドウ シドウインナド サンテイ カノウ

				児童指導員等加配加算（その他従業者）常勤換算数 ジドウ シドウイン ナド カハイ カサン ホカ ジュウギョウシャ ジョウキンカンサン スウ																		0.0				0.0				0.5						6月 ガツ				その他従業者の算定が可能。 ホカ ジュウギョウシャ サンテイ カノウ

				合計 ゴウケイ																		1.0				1.0				1.0





				＜サービス提供欠如減算について＞ テイキョウ ケツジョゲンサン

				上記勤務実績表の場合、４日と７日が人員基準を満たしていない。 ジョウキ キンム ジッセキ ヒョウ バアイ ニチ ニチ ジンイン キジュン ミ

				①４日のような従業者の員数の要件を満たしていない場合 ニチ ジュウギョウシャ インスウ ヨウケン ミ バアイ

				人員欠如した日数が、月の開所日数の１割を超えた場合には、その翌月から。月の開所日数の１割を超えない範囲内で欠如した場合にはその翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、サービス提供欠如減算が適用される。 ジンイン ケツジョ ニッスウ テイキョウ ケツジョ ゲンサン テキヨウ





				②７日のような常勤又は専従など、従業者の員数以外の要件を満たしていない場合 ニチ ジョウキン マタ センジュウ ジュウギョウシャ インスウ イガイ ヨウケン ミ バアイ

				常勤職員が配置されていない欠如状態となった月の、翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、サービス提供欠如減算が適用される。 ジョウキン ショクイン ハイチ ケツジョ ジョウタイ ツキ ヨクヨクツキ ジンイン ケツジョ カイショウ イタ ツキ テイキョウケツジョ ゲンサン テキヨウ





				（注意） チュウイ

				①の１割の範囲内で欠如した場合や②の場合は翌月中に人員基準欠如が解消されれば、翌々月からサービス提供欠如減算が適用されることはない。しかし、①の１割を超えた場合は、例え、翌月中に人員欠如が解消されたとしても、翌月の１か月は『翌月から人員欠如が解消されるに至った月まで』の範囲内に該当するため、サービス提供欠如減算が適用される。 ワリ ハンイナイ ケツジョ バアイ バアイ ヨクツキ チュウ ジンイン キジュン ケツジョ カイショウ ヨクヨクゲツ テイキョウ ケツジョ ゲンサン テキヨウ







				※なお、児童発達支援管理責任者欠如減算についても同様の考え方となるため注意が必要。 ジドウ ハッタツシエンカンリセキニンシャ ケツジョゲンサン ドウヨウ カンガ カタ チュウイ ヒツヨウ







３ 児童指導員任用資格要件について
児童指導員の資格については、福岡市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（以下、同

条例）第58条各号（下記参照）に該当する者としています。

号 要件 必要書類

1 都道府県知事の指定する児童福祉施設の職員を養成する学校その他の養成施設を卒業した者 卒業証明書の写し等

2 社会福祉士の資格を有する者 資格者証の写し

3 精神保健福祉士の資格を有する者 資格者証の写し

4 学校教育法の規定による大学(短期大学を除く。次号において同じ。)において、社会福祉学、心理学、教育
学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者

卒業証明書の写し等
（学科等の履修が確認できるもの）

5 学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学又は社会学に関する科目の単位を優
秀な成績で修得したことにより、同法第102条第2項の規定により大学院への入学を認められた者

大学院への入学が認められた証
明書類（学科履修が確認できるもの）

6 学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専攻する研究科又
はこれらに相当する課程を修めて卒業した者

卒業証明書の写し等
（研究科等の履修が確認できるもの）

7 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課
程を修めて卒業した者

卒業証明書の写し等
（学科等の履修が確認できるもの）

8 学校教育法の規定による高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第90条第2項の規定により大
学への入学を認められた者若しくは通常の課程による12年の学校教育を修了した者(通常の課程以外の課
程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。)又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有す
ると認定した者であって、2年以上児童福祉事業に従事したもの

・実務経験証明書
（2年以上かつ従事日数360日以上）

・卒業証明書の写し等

9 教育職員免許法に規定する幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校の教諭の
免許状を有する者であって、市長が適当と認めたもの
（※養護教諭・栄養教諭を除く）

・教員免許の写し

10 3年以上児童福祉事業に従事した者であって、市長が適当と認めたもの ・実務経験証明書
（3年以上かつ従事日数540日以上）

※上記の提出書類は、あくまで資格要件を確認するための必要書類であり、実際の届出にあたっては、経歴書、勤務形態一覧表等の提出が必要となります。

福岡市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例 第58条 児童指導員は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。
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３ 児童指導員任用資格要件について
同条例第58条第8号及び10号の運用にあたって、「児童福祉事業」とは、社会福祉法で定める第一種
社会福祉事業と第二種社会福祉事業のうち児童福祉法に規定する事業としています。

• 乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、障がい児入所施設、情緒障害児短期治療施設又は児童自立支援施設を
経営する事業

第１種社会福祉事業

• 障がい児通所支援事業、障がい児相談支援事業、児童自立支援援助施設、放課後児童健全育成事業、子育て短期支
援事業、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業又は小規模住居型
児童養育事業、同法に規定する助産施設、保育所、児童厚生施設又は児童家庭支援センターを経営する事業及び児
童の福祉の増進について相談に応ずる事業

第２種社会福祉事業

問い合わせの多い事業
POINT

事業の実施に認可が求められ
る事業の場合、勤務していた
施設が認可を受けていない場
合（いわゆる認可外）は非該当
となります。

また、事業の実施に届出が求
められる事業の場合、勤務し
ていた施設が届出していない
場合は非該当となります。

なお、例外として、福岡市内の事業所に限り、福岡市が実施している「特別支援学校放課後等支援事業」で従事した場合も児童福祉事業に
従事したものとみなします。

施設種別又は事業名 可否 備考

放課後児童クラブ
（旧留守家庭子ども会）

○

民間学童保育 ○

特別支援学校放課後等支援事業 ○

事業所内保育事業 × 児童発達支援管理責任者の実務経験には含まれる。

認可外保育所 ×

一時預かり事業 × 市に事業実施に係る届出を出している場合は可。
14



３ 児童指導員任用資格要件について
各児童福祉事業の事業概要は以下のとおり。

事業名 事業概要

1 乳児院
乳児（保健上、安定した生活環境の確保、その他の理由により特に必要のある場合には、幼児を含む。）を入院させて、これを養育し、
あわせて退院した者について相談その他の援助を行うことを目的とする施設

2 母子生活支援施設
配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき児童を入所させて、これらの者を保護するとともに、こ
れらの者の自立の促進のためにその生活を支援し、あわせて退所した者について相談その他の援助を行うことを目的とする施設

3 児童養護施設
保護者のいない児童（乳児を除く。ただし、安定した生活環境の確保その他の理由により特に必要のある場合には、乳児を含む。）虐
待されている児童その他環境上養護を要する児童を入所させて、これを養護し、あわせて退所した者に対する相談その他の自立のた
めの援助を行うことを目的とする施設

4 障がい児入所施設 障がい児を家庭では養育できないとき、入所させて保護し、必要な支援を行う施設

5
情緒障害児短期治療施設
（児童心理治療施設）

軽度の情緒障害を有する児童を、短期間、入所させ、又は保護者の下から通わせて、その情緒障害を治し、あわせて退所した者につい
て相談その他の援助を行うことを目的とする施設

6 児童自立支援施設
不良行為をなし、又はなすおそれのある児童及び家庭環境その他の環境上の理由により生活指導等を要する児童を入所させ、又は
保護者の下から通わせて、個々の児童の状況に応じて必要な指導を行い、その自立を支援し、あわせて退所した者について相談その
他の援助を行うことを目的とする施設

7 障がい児通所支援事業
児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援等、主に施設などへの通所によって、日常生活
における基本的な動作の指導、生活能力の向上のために必要な訓練、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、社会との交流の促進
などの支援を行う事業

8 障がい児相談支援事業
障害児が障害児通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービス等）を利用する前に障害児支援利用計画を作成し（障害児支援利用
援助）、通所支援開始後、一定期間ごとにモニタリングを行う（継続障害児支援利用援助）等の支援を行う支援

9
児童自立支援援助施設
（自立援助ホーム）

児童自立生活援助の実施に係る義務教育修了児童等につき住居において日常生活上の援助及び生活指導並びに就業の支援を行い、
あわせて児童自立生活援助の実施を解除された者につき相談その他の援助を行う事業

10
放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ）（学童保育）

小学校に就学している児童であつて、その保護者が労働等により昼間家庭にいないものに、授業の終了後に児童厚生施設等の施設
を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業をいう。

11 子育て短期支援事業
保護者の疾病その他の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となつた児童について、厚生労働省令で定めると
ころにより、児童養護施設その他の厚生労働省令で定める施設に入所させ、又は里親その他の厚生労働省令で定める者に委託し、当
該児童につき必要な保護を行う事業 15



３ 児童指導員任用資格要件について

事業名 事業概要

12
乳児家庭全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん事業）

一の市町村の区域内における原則として全ての乳児のいる家庭を訪問することにより、厚生労働省令で定めるとこ
ろにより、子育てに関する情報の提供並びに乳児及びその保護者の心身の状況及び養育環境の把握を行うほか、養
育についての相談に応じ、助言その他の援助を行う事業

13 養育支援訪問事業

乳児家庭全戸訪問事業の実施その他により把握した保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童若し
くは保護者に監護させることが不適当であると認められる児童及びその保護者又は出産後の養育について出産前に
おいて支援を行うことが特に必要と認められる妊婦に対し、その養育が適切に行われるよう、当該要支援児童等の居
宅において、養育に関する相談、指導、助言その他必要な支援を行う事業

14 地域子育て支援拠点事業
厚生労働省令で定めるところにより、乳児又は幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てにつ
いての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業

15 一時預かり事業
家庭において保育を受けることが一時的に困難となつた乳児又は幼児について主として昼間において、保育所、認
定こども園その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業
※市に届出していない場合は、対象外

16 小規模住居型児童養育事業
保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童の養育に関し相当の経験を有する
者その他の厚生労働省令で定める者の住居において養育を行う事業

17 助産施設
保健上必要があるにもかかわらず、経済的な理由により入院助産を受けることが難しい妊産婦が入院し、助産を受け
ることができる施設

18 保育所
日々保護者の委託を受けて、保育に欠けるその乳児又は幼児を保育することを目的とする施設
※認可外の場合は、対象外

19 児童厚生施設 児童遊園、児童館等児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は情操をゆたかにすることを目的とする施設

20 児童家庭センターを経営する事業

地域の児童の福祉に関する各般の問題につき、児童に関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術
を必要とするものに応じ、必要な助言を行うとともに、市町村の求めに応じ、技術的助言その他必要な援助を行うほ
か、指導を行い、あわせて児童相談所、児童福祉施設等との連絡調整その他厚生労働省令の定める援助を総合的に
行うことを目的とする施設

21
児童の福祉の増進について相談に応ずる事
業（利用者支援事業）

子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業、保健・医療・福祉等の関係機関を円滑に利用
できるように、身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な支援を行うとともに、関係機関との連絡調整、連携・協
働の体制づくり等を行う事業

22 特別支援学校放課後等支援事業
特別支援学校に通学する児童・生徒に、放課後等の活動の場を提供するとともに、障がい児を日常的にケアしている
保護者の就労とレスパイトの時間を確保することを目的として、福岡市が社会福祉法人等に事業を委託して実施して
いる事業
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３ 児童指導員任用資格要件について

同条例第58条第8号及び10号の運用にあたって、「児童福祉事業に従事したもの」とは、
「児童福祉事業」において障がい児等への直接支援又は相談支援に関わる職員として、実際
に当該業務に従事した者とします。

直接支援

• 児童の入浴、排せつ、食事その他の介護を行い、並
びにその者及びその介護者に対して介護に関する
指導を行う業務

• 児童の日常生活における基本的な動作の指導、知
識技能の付与、生活能力の向上のために必要な訓
練その他の支援を行い、並びにその訓練等を行う者
に対して訓練等に関する指導を行う業務

• 児童に対するその他職業訓練又は職業教育に係る
業務

相談支援

• 児童の日常生活の自立に関する相談に応じ、
助言、指導その他の支援を行う業務

• ※児童発達支援管理責任者の業務内容については、基本的
には相談支援に含まれると考えます。ただし、一律に直接支
援の側面があることを否定するものではありません。（児童
発達支援管理責任者の業務内容を直接支援に従事していた
ものとして実務経験証明書が提出された場合に、その証明
書を不可とするものではありません。）

POINT 「児童福祉事業に従事したもの」に該当しない例

事務や送迎業務のみに従事していた者

一の事業所に在籍していた期間の内、事務や送迎にのみ従事していた期間が含まれる場合は、当該期間を除いた期間に
おいて、年数要件及び日数要件の可否を判断します。
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４ 重心型事業所における機能訓練担当職員の配置について

【厚生労働省Q＆A】平成３０年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.１（平成３０年３月３０日）

問１14 （機能訓練担当職員の配置）

問
児童発達支援及び放課後等デイサービスについて、主として重症心身障害児を通わせる事業所に配置すべき機
能訓練担当職員が、機能訓練を行わない時間帯は置かなくてよいこととなったが、機能訓練が必要な障害児が
いない場合、機能訓練担当職員を配置しなくてもよいか。

答
重症心身障がい児に対する機能訓練は必要不可欠な支援であり、機能訓練が必要な障がい児がいないことは
想定されない。なお、障がい児の通所支援計画に応じて、適切に機能訓練担当職員を配置するものであり、機能
訓練担当職員の確保が困難など事業所の都合により、障がい児の通所支援計画が作成されないようにすること。

主として重症心身障害児を受け入れする事業所は、機能訓練を行う時間帯のみ機能訓練担当職員を
配置する必要があります。

下記の厚生労働省Q＆Aの考え方を基に、「機能訓練を行う時間帯」とは、事業所の機能
訓練担当職員の配置の都合により決めるものではなく、全ての利用児童に必要な機能訓練
を把握したうえで、それを実施するために必要な配置日数及び勤務時間数と解釈します。

なお、児童指導員等加配加算や専門的支援加算等の各種加配加算の算定可否の審査においても上
記の勤務日数及び勤務時間を基準に判断します。
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（参考様式22-2）管理者・従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表　別紙 分

（主たる対象を重症心身がい児とする事業所のみ提出が必要）

名 分

日 日

H H

※上記の基準となる配置日数（月）及び基準となる時間数（月）以上に機能訓練担当職員を配置すること。

↓当該事業所における全ての重症心身障がい児氏名とその児童に対して必要な機能訓練頻度を基に下記の表を入力してください。

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

1 220******* ﾌｸｵｶ ﾀﾛｳ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

2 220******* ﾌｸｵｶ ﾊﾅｺ 〇 〇 〇 〇

3 220******* ﾃﾝｼﾞﾝ ﾀﾛｳ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

4 220******* ﾃﾝｼﾞﾝ ﾊﾅｺ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

5 220******* ﾌｸｵｶ ｲﾁﾛｳ 〇 〇 〇 〇

6 220******* ﾌｸｵｶ ｼﾞﾛｳ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

7 220******* ﾌｸｵｶ ｻﾌﾞﾛｳ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

8 220******* ﾌｸｵｶ ｼﾛｳ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

9 220******* ﾌｸｵｶ ｺﾞﾛｳ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

3 2 3 2 4 2 0 3 2 3 2 4 2 0 3 2 3 2 4 2 0 3 2 3 2 4 2 0

120 80 120 80 160 80 0 120 80 120 80 160 80 0 120 80 120 80 160 80 0 120 80 120 80 160 80 0

項番
児童名

（半角ｶﾅ）
受給者証番号

回数

（月）

2560合　計　
縦

横

チ

ェ

ッ

ク

機能訓練対象児童（日）

機能訓練に要する時間（日） 2560

〇

〇

64

64

8

第１週 第２週 第３週 第４週

4

8

8

時間数

（月）

320

6

1.8

当該事業所の機能訓練担当職員の基準となる配置日数（月） 24 １週あたり

１日あたり当該事業所の機能訓練担当職員の基準となる時間数（月） 43

提出日（　令和４年12月　） R4.11.15

事業所名

書類作成担当者名

書類作成担当者連絡先

放課後等デイサービス　〇〇

福岡　太郎

092-〇〇〇-〇〇〇〇

5 40利用定員 １日に児童１名に対する機能訓練に要する時間

4

8

8

8

8

160

320

320

160

320

320

320

320

４ 重心型事業所における機能訓練担当職員の配置について

左記の例の場合、機能訓練担当職員は４週の内、２４日以上の配置かつ４３時間以上の勤務が必要です。

勤務実績がこれらを下回っている場合、人員欠如と判断します。

ここでいう「全ての利用児童のニーズに応じた機能訓練を実施できる配置日数及び勤務時間数」と
は・・・
（参考様式22-２）「管理者・従業員の勤務の体制及び勤務形態一覧表 別紙」において算出した配置日
数及び勤務時間数を指します。
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【機能訓練】勤務形態一覧表（別紙）



				（参考様式22-2）管理者・従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表　別紙 サンコウ ヨウシキ カンリシャ ジュウギョウシャ キンム タイセイ オヨ キンム ケイタイ イチラン ヒョウ ベッシ																																		（　令和　　年　　月　）																分 ブン				提出日 テイシュツ ビ

				（主たる対象を重症心身がい児とする事業所のみ提出が必要） シュ タイショウ ジュウショウ シンシン ジ ジギョウショ テイシュツ ヒツヨウ

				事業所名 ジギョウショ メイ																								利用定員 リヨウテイイン										名 メイ		１日に児童１名に対する機能訓練に要する時間 ニチ ジドウ メイ タイ キノウ クンレン ヨウ ジカン																																分 フン

				書類作成担当者名 ショルイ サクセイ タントウシャ メイ																								当該事業所の機能訓練担当職員の基準となる配置日数（月） トウガイ ジギョウショ キノウクンレン タントウショクイン キジュン ハイチ ニッスウ ツキ																												0

作成者: 下記の表において、機能訓練を実施する日を合計したもの				日 ニチ		１週あたり シュウ						0				日 ニチ

				書類作成担当者連絡先 ショルイ サクセイ タントウシャ レンラクサキ																								当該事業所の機能訓練担当職員の基準となる時間数（月） ジカンスウ ツキ																												0

作成者: 各児童が必要とする機能訓練の時間数（月）の合計を６０分（１時間）で除して得た数				H		１日あたり ニチ						0				H

																												※上記の基準となる配置日数（月）及び基準となる時間数（月）以上に機能訓練担当職員を配置すること。 ジョウキ キジュン ハイチ ニッスウ ツキ オヨ キジュン ジカンスウ ツキ イジョウ キノウ クンレン タントウショクイン ハイチ



				↓当該事業所における全ての重症心身障がい児氏名とその児童に対して必要な機能訓練頻度を基に下記の表を入力してください。 トウガイ ジギョウショ スベ ジュウショウ シンシン ショウ ジ シメイ ジドウ タイ ヒツヨウ キノウ クンレン ヒンド モト カキ ヒョウ ニュウリョク

		項番 コウバン		受給者証番号 ジュキュウシャショウ バンゴウ		児童名
（半角ｶﾅ） ジドウ メイ ハンカク		第１週 ダイ シュウ														第２週 ダイ シュウ														第３週 ダイ シュウ														第４週 ダイ シュウ														回数（月） カイスウ ツキ				時間数（月） ジカンスウ ツキ

								月 ツキ		火 ヒ		水		木		金		土		日		月		火		水		木		金		土		日		月		火		水		木		金		土		日		月		火		水		木		金		土		日

		1																																																														0				0

		2																																																														0				0

		3																																																														0				0

		4																																																														0				0

		5																																																														0				0

		6																																																														0				0

		7																																																														0				0

		8																																																														0				0

		9																																																														0				0

		10																																																														0				0

		11																																																														0				0

		12																																																														0				0

		13																																																														0				0

		14																																																														0				0

		15																																																														0				0

		16																																																														0				0

		17																																																														0				0

		18																																																														0				0

		19																																																														0				0

		20																																																														0				0				縦横チェック タテヨコ

		合　計　 ゴウ ケイ																																																														0				0

		機能訓練対象児童（日） キノウ クンレン タイショウ ジドウ ヒ						0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0				〇

		機能訓練に要する時間（日） キノウクンレン ヨウ ジカン ヒ						0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0				〇



				※１　機能訓練対象児童（日）は、事業所の利用定員を超えないようにしてください。（※超えた場合は「×」が表示されます） キノウ クンレン タイショウ ジドウ ニチ ジギョウショ リヨウテイイン コ コ バアイ ヒョウジ																																																												1/2ページ

				※２　機能訓練に要する時間（日）は、事業所のサービス提供時間を超えないようにしてください。 キノウ クンレン ヨウ ジカン ニチ ジギョウショ テイキョウ ジカン コ





				（参考様式22-2）管理者・従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表　別紙 サンコウ ヨウシキ カンリシャ ジュウギョウシャ キンム タイセイ オヨ キンム ケイタイ イチラン ヒョウ ベッシ																																		（　令和　　年　　月　）																分 ブン				提出日 テイシュツ ビ						0

				（主たる対象を重症心身がい児とする事業所のみ提出が必要） シュ タイショウ ジュウショウ シンシン ジ ジギョウショ テイシュツ ヒツヨウ

				事業所名 ジギョウショ メイ				0																				利用定員 リヨウテイイン						0				名 メイ		１日に児童１名に対する機能訓練に要する時間 ニチ ジドウ メイ タイ キノウ クンレン ヨウ ジカン																												0				分 フン

				書類作成担当者名 ショルイ サクセイ タントウシャ メイ				0																				当該事業所の機能訓練担当職員の基準となる配置日数（月） トウガイ ジギョウショ キノウクンレン タントウショクイン キジュン ハイチ ニッスウ ツキ																												0

作成者: 下記の表において、機能訓練を実施する日を合計したもの				日 ニチ		１週あたり シュウ						0				日 ニチ

				書類作成担当者連絡先 ショルイ サクセイ タントウシャ レンラクサキ				0																				当該事業所の機能訓練担当職員の基準となる時間数（月） ジカンスウ ツキ																												0

作成者: 各児童が必要とする機能訓練の時間数（月）の合計を６０分（１時間）で除して得た数		

作成者: 下記の表において、機能訓練を実施する日を合計したもの				H		１日あたり ニチ						0				H

																												※上記の基準となる配置日数（月）及び基準となる時間数（月）以上に機能訓練担当職員を配置すること。 ジョウキ キジュン ハイチ ニッスウ ツキ オヨ キジュン ジカンスウ ツキ イジョウ キノウ クンレン タントウショクイン ハイチ



				↓当該事業所における全ての重症心身障がい児氏名とその児童に対して必要な機能訓練頻度を基に下記の表を入力してください。 トウガイ ジギョウショ スベ ジュウショウ シンシン ショウ ジ シメイ ジドウ タイ ヒツヨウ キノウ クンレン ヒンド モト カキ ヒョウ ニュウリョク

		項番 コウバン		受給者証番号 ジュキュウシャショウ バンゴウ		児童名
（半角ｶﾅ） ジドウ メイ ハンカク		第１週 ダイ シュウ														第２週 ダイ シュウ														第３週 ダイ シュウ														第４週 ダイ シュウ														回数（月） カイスウ ツキ				時間数（月） ジカンスウ ツキ

								月 ツキ		火 ヒ		水		木		金		土		日		月		火		水		木		金		土		日		月		火		水		木		金		土		日		月		火		水		木		金		土		日

		21																																																														0				0

		22																																																														0				0

		23																																																														0				0

		24																																																														0				0

		25																																																														0				0

		26																																																														0				0

		27																																																														0				0

		28																																																														0				0

		29																																																														0				0

		30																																																														0				0

		31																																																														0				0

		32																																																														0				0

		33																																																														0				0

		34																																																														0				0

		35																																																														0				0

		36																																																														0				0

		37																																																														0				0

		38																																																														0				0

		39																																																														0				0

		40																																																														0				0				縦横チェック タテヨコ

		合　計　 ゴウ ケイ																																																														0				0

		機能訓練対象児童（日） キノウ クンレン タイショウ ジドウ ヒ						0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0				〇

		機能訓練に要する時間（日） キノウクンレン ヨウ ジカン ヒ						0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0				〇



				※１　機能訓練対象児童（日）は、事業所の利用定員を超えないようにしてください。（※超えた場合は「×」が表示されます） キノウ クンレン タイショウ ジドウ ニチ ジギョウショ リヨウテイイン コ コ バアイ ヒョウジ																																																												2/2ページ

				※２　機能訓練に要する時間（日）は、事業所のサービス提供時間を超えないようにしてください。 キノウ クンレン ヨウ ジカン ニチ ジギョウショ テイキョウ ジカン コ



重心型事業所における機能訓練担当職員の配置については、上記の『当該事業所の機能訓練担当職員の基準となる配置日数（月）』と
『当該事業所の機能訓練担当職員の基準となる時間数（月）』をそれぞれ超えて配置すること。

なお、当該配置日数及び時間数を超えて配置している時間については、各種加配加算算定可能時間に算定することが可能です。

黄色着色セルのみ入力してください。
その他のセルについては、自動表示されます。

児童に応じて機能訓練に要する時間は変わってくると思いますが、ここでは標準的な時間を記入してください。



記入例



				（参考様式22-2）管理者・従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表　別紙 サンコウ ヨウシキ カンリシャ ジュウギョウシャ キンム タイセイ オヨ キンム ケイタイ イチラン ヒョウ ベッシ																																		（　令和４年12月　）																分 ブン				提出日 テイシュツ ビ						44880.0

				（主たる対象を重症心身がい児とする事業所のみ提出が必要） シュ タイショウ ジュウショウ シンシン ジ ジギョウショ テイシュツ ヒツヨウ

				事業所名 ジギョウショ メイ				放課後等デイサービス　〇〇 ホウカゴナド																				利用定員 リヨウテイイン						5				名 メイ		１日に児童１名に対する機能訓練に要する時間 ニチ ジドウ メイ タイ キノウ クンレン ヨウ ジカン																												40				分 フン

				書類作成担当者名 ショルイ サクセイ タントウシャ メイ				福岡　太郎 フクオカ タロウ																				当該事業所の機能訓練担当職員の基準となる配置日数（月） トウガイ ジギョウショ キノウクンレン タントウショクイン キジュン ハイチ ニッスウ ツキ																												24

作成者: 下記の表において、機能訓練を実施する日を合計したもの				日 ニチ		１週あたり シュウ						6				日 ニチ

				書類作成担当者連絡先 ショルイ サクセイ タントウシャ レンラクサキ				092-〇〇〇-〇〇〇〇																				当該事業所の機能訓練担当職員の基準となる時間数（月） ジカンスウ ツキ																												42.6666666667

作成者: 各児童が必要とする機能訓練の時間数（月）の合計を６０分（１時間）で除して得た数				H		１日あたり ニチ						1.8				H

																												※上記の基準となる配置日数（月）及び基準となる時間数（月）以上に機能訓練担当職員を配置すること。 ジョウキ キジュン ハイチ ニッスウ ツキ オヨ キジュン ジカンスウ ツキ イジョウ キノウ クンレン タントウショクイン ハイチ



				↓当該事業所における全ての重症心身障がい児氏名とその児童に対して必要な機能訓練頻度を基に下記の表を入力してください。 トウガイ ジギョウショ スベ ジュウショウ シンシン ショウ ジ シメイ ジドウ タイ ヒツヨウ キノウ クンレン ヒンド モト カキ ヒョウ ニュウリョク

		項番 コウバン		受給者証番号 ジュキュウシャショウ バンゴウ		児童名
（半角ｶﾅ） ジドウ メイ ハンカク		第１週 ダイ シュウ														第２週 ダイ シュウ														第３週 ダイ シュウ														第４週 ダイ シュウ														回数（月） カイスウ ツキ				時間数（月） ジカンスウ ツキ

								月 ツキ		火 ヒ		水		木		金		土		日		月		火		水		木		金		土		日		月		火		水		木		金		土		日		月		火		水		木		金		土		日

		1		220*******		ﾌｸｵｶ ﾀﾛｳ		〇								〇						〇								〇						〇								〇						〇								〇						8				320

		2		220*******		ﾌｸｵｶ ﾊﾅｺ				〇														〇														〇														〇												4				160

		3		220*******		ﾃﾝｼﾞﾝ ﾀﾛｳ		〇								〇						〇								〇						〇								〇						〇								〇						8				320

		4		220*******		ﾃﾝｼﾞﾝ ﾊﾅｺ										〇		〇												〇		〇												〇		〇												〇		〇				8				320

		5		220*******		ﾌｸｵｶ ｲﾁﾛｳ												〇														〇														〇														〇				4				160

		6		220*******		ﾌｸｵｶ ｼﾞﾛｳ						〇		〇												〇		〇												〇		〇												〇		〇								8				320

		7		220*******		ﾌｸｵｶ ｻﾌﾞﾛｳ				〇						〇								〇						〇								〇						〇								〇						〇						8				320

		8		220*******		ﾌｸｵｶ ｼﾛｳ		〇				〇										〇				〇										〇				〇										〇				〇										8				320

		9		220*******		ﾌｸｵｶ ｺﾞﾛｳ						〇		〇												〇		〇												〇		〇												〇		〇								8				320

		10																																																														0				0

		11																																																														0				0

		12																																																														0				0

		13																																																														0				0

		14																																																														0				0

		15																																																														0				0

		16																																																														0				0

		17																																																														0				0

		18																																																														0				0

		19																																																														0				0

		20																																																														0				0				縦横チェック タテヨコ

		合　計　 ゴウ ケイ																																																														64				2560

		機能訓練対象児童（日） キノウ クンレン タイショウ ジドウ ヒ						3		2		3		2		4		2		0		3		2		3		2		4		2		0		3		2		3		2		4		2		0		3		2		3		2		4		2		0		64				〇

		機能訓練に要する時間（日） キノウクンレン ヨウ ジカン ヒ						120		80		120		80		160		80		0		120		80		120		80		160		80		0		120		80		120		80		160		80		0		120		80		120		80		160		80		0		2560				〇



				※１　機能訓練対象児童（日）は、事業所の利用定員を超えないようにしてください。（※超えた場合は「×」が表示されます） キノウ クンレン タイショウ ジドウ ニチ ジギョウショ リヨウテイイン コ コ バアイ ヒョウジ																																																												1/2ページ

				※２　機能訓練に要する時間（日）は、事業所のサービス提供時間を超えないようにしてください。 キノウ クンレン ヨウ ジカン ニチ ジギョウショ テイキョウ ジカン コ





				（参考様式22-2）管理者・従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表　別紙 サンコウ ヨウシキ カンリシャ ジュウギョウシャ キンム タイセイ オヨ キンム ケイタイ イチラン ヒョウ ベッシ																																		（　令和４年12月　）																分 ブン				提出日 テイシュツ ビ						44880.0

				（主たる対象を重症心身がい児とする事業所のみ提出が必要） シュ タイショウ ジュウショウ シンシン ジ ジギョウショ テイシュツ ヒツヨウ

				事業所名 ジギョウショ メイ				放課後等デイサービス　〇〇																				利用定員 リヨウテイイン						5				名 メイ		１日に児童１名に対する機能訓練に要する時間 ニチ ジドウ メイ タイ キノウ クンレン ヨウ ジカン																												40				分 フン

				書類作成担当者名 ショルイ サクセイ タントウシャ メイ				福岡　太郎																				当該事業所の機能訓練担当職員の基準となる配置日数（月） トウガイ ジギョウショ キノウクンレン タントウショクイン キジュン ハイチ ニッスウ ツキ																												24

作成者: 下記の表において、機能訓練を実施する日を合計したもの				日 ニチ		１週あたり シュウ						6				日 ニチ

				書類作成担当者連絡先 ショルイ サクセイ タントウシャ レンラクサキ				092-〇〇〇-〇〇〇〇																				当該事業所の機能訓練担当職員の基準となる時間数（月） ジカンスウ ツキ																												42.6666666667

作成者: 各児童が必要とする機能訓練の時間数（月）の合計を６０分（１時間）で除して得た数		

作成者: 下記の表において、機能訓練を実施する日を合計したもの				H		１日あたり ニチ						1.8				H

																												※上記の基準となる配置日数（月）及び基準となる時間数（月）以上に機能訓練担当職員を配置すること。 ジョウキ キジュン ハイチ ニッスウ ツキ オヨ キジュン ジカンスウ ツキ イジョウ キノウ クンレン タントウショクイン ハイチ



				↓当該事業所における全ての重症心身障がい児氏名とその児童に対して必要な機能訓練頻度を基に下記の表を入力してください。 トウガイ ジギョウショ スベ ジュウショウ シンシン ショウ ジ シメイ ジドウ タイ ヒツヨウ キノウ クンレン ヒンド モト カキ ヒョウ ニュウリョク

		項番 コウバン		受給者証番号 ジュキュウシャショウ バンゴウ		児童名
（半角ｶﾅ） ジドウ メイ ハンカク		第１週 ダイ シュウ														第２週 ダイ シュウ														第３週 ダイ シュウ														第４週 ダイ シュウ														回数（月） カイスウ ツキ				時間数（月） ジカンスウ ツキ

								月 ツキ		火 ヒ		水		木		金		土		日		月		火		水		木		金		土		日		月		火		水		木		金		土		日		月		火		水		木		金		土		日

		21																																																														0				0

		22																																																														0				0

		23																																																														0				0

		24																																																														0				0

		25																																																														0				0

		26																																																														0				0

		27																																																														0				0

		28																																																														0				0

		29																																																														0				0

		30																																																														0				0

		31																																																														0				0

		32																																																														0				0

		33																																																														0				0

		34																																																														0				0

		35																																																														0				0

		36																																																														0				0

		37																																																														0				0

		38																																																														0				0

		39																																																														0				0

		40																																																														0				0				縦横チェック タテヨコ

		合　計　 ゴウ ケイ																																																														0				0

		機能訓練対象児童（日） キノウ クンレン タイショウ ジドウ ヒ						0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0				〇

		機能訓練に要する時間（日） キノウクンレン ヨウ ジカン ヒ						0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0				〇



				※１　機能訓練対象児童（日）は、事業所の利用定員を超えないようにしてください。（※超えた場合は「×」が表示されます） キノウ クンレン タイショウ ジドウ ニチ ジギョウショ リヨウテイイン コ コ バアイ ヒョウジ																																																												2/2ページ

				※２　機能訓練に要する時間（日）は、事業所のサービス提供時間を超えないようにしてください。 キノウ クンレン ヨウ ジカン ニチ ジギョウショ テイキョウ ジカン コ



重心型事業所における機能訓練担当職員の配置については、上記の『当該事業所の機能訓練担当職員の基準となる配置日数（月）』と
『当該事業所の機能訓練担当職員の基準となる時間数（月）』をそれぞれ超えて配置すること。

なお、当該配置日数及び時間数を超えて配置している時間については、各種加配加算算定可能時間に算定することが可能です。

黄色着色セルのみ入力してください。
その他のセルについては、自動表示されます。

児童に応じて機能訓練に要する時間は変わってくると思いますが、ここでは標準的な時間を記入してください。



プルダウンリスト

				〇







５ 資格者証と登録年月日

人員基準・各種加算要件上おいて、有資格者の配置が必要となりますが、その資格に基づく
業務に従事するためには、対象の試験に合格するだけなく、その後の登録手続きを必要と
します。

従業員の雇用にあたっては、必ず資格者証の登録年月日を確認してください。

資格名称 資格を証明するもの
当該資格者として業務に従
事することが可能となる日

保育士 原則 保育士証 その他、登録年月日が分かる書類 （保母）資格証明書は不可

資格登録日以降

理学療法士 原則 理学療法士免許証 その他、登録年月日が分かる書類

作業療法士 原則 作業療法士免許証 その他、登録年月日が分かる書類

言語聴覚士 原則 言語聴覚士免許証 その他、登録年月日が分かる書類

看護職員 原則 保健師・助産師・看護師・准看護師免許証のいずれか
その他、登録年月日が分かる書類

〇主な有資格者の資格を証明する書類や当該職種における従事開始可能日等

○児童福祉法第１８条の４
この法律で、保育士とは、第１８条の１８第1項の登録を受け、保育士の名称を用いて、専門的知識及び技術をもって、児童の

保育及び児童の保護者に対する保育に関する指導を行うことを業とする者をいう。
○児童福祉法第１８条の２３

保育士でない者（保育士登録をしていない者）が、保育士またはこれに紛らわしい名称を使用してはならない。

POINT 例えば保育士の場合、以下のとおり規定されています。

以上のことにより登録日以降の配置を認めることとします。
なお、上記の保育士以外の資格についても、登録制度が適用されています。

合格通知では
登録年月日が
わからない
ため不可
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６ 児童指導員等加配加算・専門的支援加算について
基準の人員配置に加え、理学療法士等、児童指導員等又はその他の従業者を1名以上配置
（常勤換算による算定）している場合に、その職種に応じて加算を算定。

加算 対象職種

児童指導員等

・ 児童指導員【※P7参照】、保育士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理
指導担当職員
・ 下記①～③いずれかの研修を修了した従業者
① 強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）
② 重度訪問介護従事者養成研修（行動障害支援課程の修了に限る）
③ 行動援護従事者養成研修

その他の従業者 ・障がい福祉サービス経験者・看護職員・その他の従業者

加算 対象職種

理学療法士等（専門職員） ・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士 心理指導担当職員

保育士
保育士として5年以上児童福祉事業に従事した者。（資格取得前の実務経験は含
まない。）

児童指導員
・ 児童指導員【※P7参照】として５年以上児童福祉事業に従事した者（資格取得
前の実務経験は含まない。）

【児童指導員等加配加算】

【専門的支援加算】

POINT

児童指導員任用資格
には該当しないが、
強度行動障害者支援
者養成研修を修了し
ている者は、加配加
算上では、児童指導
員等の加算区分に含
まれますが、基準人
員上では、指導員の
扱いになります。
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６ 児童指導員等加配加算・専門的支援加算について

日
人員
基準

解説

１日 〇

この日の利用者数は９人のため、基準人員必要数は２人。

基準人員必要数に加え、保育士C（専門）を配置しているため、
児童指導員等加配加算算定可能時間（専門職）として、８時間
計上が可能。

２日 〇

この日の利用者数は11人のため、基準人員必要数は３人。

基準人員必要数に加え、配置している人員はいないため、児
童指導員等加配加算算定可能時間は無し。

３日 〇

この日の利用者数は11人のため、基準人員必要数は３人。

基準人員必要数に加え、保育士C（専門職）を配置しているた
め、児童指導員等加配加算算定可能時間数（専門職）として、
8時間が計上可能。

４日 ×

この日の利用者数は11人のため、基準人員必要数は３人。

基準人員配置実績数が2名のため、この日は、人員基準を満
たしていない。
※指導員は基準人員に含めることはできない。

５日 〇

この日の利用者数は１１人のため、基準人員必要数は３人。

基準人員必要数に加え、指導員E（その他）を配置しているた
め、児童指導員等加配加算算定可能時間数（その他従業者と
して）８時間計上が可能。

※指導員は基準人員に含めることができないため、この日の
場合は指導員E以外の勤務時間を加配加算算定可能時間数
に計上することができない。

POINT

児童指導員任用資格には該当しないが、強度行動障害者支援者養
成研修を修了している者は、加配加算上では、児童指導員等の加
算区分に含まれますが、基準人員上では、指導員の扱いになります。

配置実績

職種
加配
区分

勤務形態
氏名

第１週

1 2 3 4 5

常勤又は
非常勤

専従又は
兼務

月 火 水 木 金

児童指導員 児童 常勤 専従 A 8 8 8 8 8

保育士 専門 常勤 専従 B 8 8 8 8 公休

保育士 専門 非常勤 専従 C 8 8 8 8

児童指導員 児童 非常勤 専従 D 8 8

指導員 その他 非常勤 専従 E 8 8

保育士 専門 非常勤 専従 F

〇 〇 〇 × 〇

利用者数 9 11 11 11 11

基準人員必要数 2 3 3 3 3

基準人員配置実績数 2 3 3 2 3

常勤人員配置実績数 2 2 2 2 1

児童指導員等加配加算算定可能時間数（専門職） 8 0 8 0 0

児童指導員等加配加算算定可能時間数（児童指導員等） 0 0 0 0 0

児童指導員等加配加算算定可能時間数（その他従業者） 0 0 0 0 8
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６ 児童指導員等加配加算・専門的支援加算について

日
人員
基準

解説

６日 〇

この日の利用者数は9人のため、基準人員必要数は２人。

基準人員必要数に加え、保育士C（専門職）と指導員E（その
他従業者）を配置しているため、児童指導員等加配加算算定
可能時間数（専門職）及び児童指導員等加配加算算定可能時
間数（その他従業者）として、それぞれ8時間が計上可能。

７日 〇

この日の利用者数は9人のため、基準人員必要数は２人。

常勤人員配置実績数が0人であるが、常勤職員の児童指導員
Aと保育士Bの公休日であるため、代わりの常勤を配置する
必要はない。

基準人員必要数に加え、指導員E（その他）を配置しているた
め、児童指導員等加配加算算定可能時間数（その他従業者と
して）８時間計上が可能。

※指導員は基準人員に含めることができないため、この日の
場合は指導員E以外の勤務時間を加配加算算定可能時間数
に計上することができない。

８日 〇

この日の利用者数は9人のため、基準人員必要数は２人。
基準人員は営業時間を通じて配置する必要があるため、児童
指導員Aを基準1人目（8H実働）、保育士C及び児童指導員D
を2人合わせて基準2人目（4H+4H＝8H）とカウントします。

基準人員必要数に加え、配置している人員はいないため、児
童指導員等加配加算算定可能時間は無し。

配置実績

職種
加配
区分

勤務形態
氏名

第１週 第２週

6 7 8
常勤又は
非常勤

専従又は兼
務

土 日 月

児童指導員 児童 常勤 専従 A 公休 公休 8

保育士 専門 常勤 専従 B 8 公休 公休

保育士 専門 非常勤 専従 C 8 8 4

児童指導員 児童 非常勤 専従 D 8 8 4

指導員 その他 非常勤 専従 E 8 8

保育士 専門 非常勤 専従 F

理学療法士 専門 常勤 専従 G

〇 〇 〇

利用者数 9 9 9

基準人員必要数 2 2 2

基準人員配置実績数 2 2 2

常勤人員配置実績数 1 0 1

児童指導員等加配加算算定可能時間数（専門職） 8 0 0

児童指導員等加配加算算定可能時間数（児童指導員等） 0 0 0

児童指導員等加配加算算定可能時間数（その他従業者） 8 ８ 0

POINT

児童指導員任用資格には該当しないが、強度行動障害者支援者養
成研修を修了している者は、加配加算上では、児童指導員等の加
算区分に含まれますが、基準人員上では、指導員の扱いになります。 23



６ 児童指導員等加配加算・専門的支援加算について

日
人員
基準

解説

９日 〇

この日の利用者数は9人のため、基準人員必要数は2人。
基準人員は営業時間を通じて配置する必要があるため、保育士Bを基
準1人目（8H実働）、保育士C及び児童指導員Dを2人合わせて基準2
人目（4H+4H＝8H）とカウントします。

基準人員必要数に加え、保育士F（専門職）を配置しているため、児童指
導員等加配加算算定可能時間数（専門職）として、4時間が計上可能。

１０日 〇

この日の利用者数は11人のため、基準人員必要数は3人。
基準人員は営業時間を通じて配置する必要があるため、児童指導員A
を基準1人目（8H実働）、保育士C及び児童指導員Dを2人合わせて基
準2人目（4H+4H＝8H）とカウントします。

また、定員を超過した場合に更に配置が必要となる基準3人目は、サー
ビス提供時間を通じて配置する必要があるため保育士Fを基準3人目
とカウントします。

基準人員必要数に加え、指導員E（その他従業者）を配置しているため、
配置しているため、児童指導員等加配加算算定可能時間数（その他従
業者）として、4時間が計上可能。

１１日 〇

この日の利用者数は9人のため、基準人員必要数は2人。
基準人員は営業時間を通じて配置する必要があるため、保育士Bを基
準1人目（8H実働）、保育士C及び児童指導員Dを2人合わせて基準2
人目（6H+6H＝12H）とカウントします。

なお、このとき、保育士C及び児童指導員Dの実働時間の合計（12H）
が営業時間を通じて配置する場合に求められる実働時間（8H）を超過
した実働時間分（4H）は児童指導員等加配算定可能時間時間数（専門
職）として計上可能。

・基準人員必要数に加え、保育士F（専門職）を配置しているため、児童
指導員等加配加算算定可能時間数（専門職）として、4時間が計上可能。

上記の児童指導員等加配算定可能時間を合計して児童指導員等加配
算定可能時間（専門職）として計8時間が計上可能。

配置実績

職種
加配
区分

勤務形態
氏名

第２週

9 10 11
常勤又は
非常勤

専従又は兼
務

火 水 木

児童指導員 児童 常勤 専従 A 8

保育士 専門 常勤 専従 B 8 8

保育士 専門 非常勤 専従 C 4 4 6

児童指導員 児童 非常勤 専従 D 4 4 6

指導員 その他 非常勤 専従 E 4

保育士 専門 非常勤 専従 F 4 4 4

理学療法士 専門 常勤 専従 G

〇 〇 〇

利用者数 9 11 9

基準人員必要数 2 3 2

基準人員配置実績数 2 3 2

常勤人員配置実績数 1 1 1

児童指導員等加配加算算定可能時間数（専門職） 4 0 8

児童指導員等加配加算算定可能時間数（児童指導員等） 0 0 0

児童指導員等加配加算算定可能時間数（その他従業者） 0 4 0

POINT

児童指導員任用資格には該当しないが、強度行動障害者支援者養
成研修を修了している者は、加配加算上では、児童指導員等の加
算区分に含まれますが、基準人員上では、指導員の扱いになります。 24



６ 児童指導員等加配加算・専門的支援加算について

日
人員
基準

解説

１２日 〇

この日の利用者数は9人のため、基準人員必要数は２人。

基準人員必要数に加え、理学療法士Gを配置してはいないもの
の、常勤職員の有給取得日に予定していた実働時間は、当該従
業員の常勤換算時の実働時間に計上することが可能であるため、
基準人員必要数に加え、理学療法士G（専門職）を配置したもの
とみなし、児童指導員等加配加算算定可能時間（専門職）として、
8時間が計上可能。

※常勤職員の有給は配置したものとみなすことができるが、当
該常勤職員以外で基準人員必要数の配置は必要となる。本ケー
スの場合、理学療法士Gの有給に加え、児童指導員Aもしくは保
育士Bのいずれかが配置できていない場合、人員欠如となる。

１３日 〇

この日の利用者数は9人のため、基準人員必要数は２人。

基準人員必要数に加え、保育士Bを配置してはいないものの、常
勤職員の有給取得日に予定していた実働時間は、当該従業員の
常勤換算時の実働時間に計上することが可能であるため、基準
2人目として保育士B（専門職）を配置したものとみなす。
基準人員必要数に加え、理学療法士G（専門職）を配置している
ため、児童指導員等加配加算算定可能時間数（専門職）として、8
時間が計上可能。児童指導員等加配加算算定可能時間（専門職）
として、8時間が計上可能。

※常勤職員の有給は配置したものとみなすことができるが、当
該常勤職員以外で基準人員必要数の配置は必要となる。本ケー
スの場合、保育士Bの有給に加え、児童指導員Aもしくは理学療
法士Gのいずれかが配置できていない場合、人員欠如となる。

１４日 〇

この日の利用者数は9人のため、基準人員必要数は２人。

基準人員必要数に加え、配置している人員はいないため、児童
指導員等加配加算算定可能時間は無し。
※非常勤職員の有給は配置したものとみなすことができない。

配置実績

職種
加配
区分

勤務形態
氏名

第２週

12 13 14
常勤又は
非常勤

専従又は兼
務

金 土 日

児童指導員 児童 常勤 専従 A 8 8 8

保育士 専門 常勤 専従 B 8 有給 8

保育士 専門 非常勤 専従 C 有給

児童指導員 児童 非常勤 専従 D

指導員 その他 非常勤 専従 E

保育士 専門 非常勤 専従 F

理学療法士 専門 常勤 専従 G 有給 8

〇 〇 〇

利用者数 9 9 9

基準人員必要数 2 2 2

基準人員配置実績数 2 2 2

常勤人員配置実績数 2 2 2

児童指導員等加配加算算定可能時間数（専門職） 8 8 0

児童指導員等加配加算算定可能時間数（児童指導員等） 0 0 0

児童指導員等加配加算算定可能時間数（その他従業者） 0 0 0

POINT

児童指導員任用資格には該当しないが、強度行動障害者支援者養
成研修を修了している者は、加配加算上では、児童指導員等の加
算区分に含まれますが、基準人員上では、指導員の扱いになります。 25



７ 福祉専門職配置等加算について

（１）算定要件
良質な人材の確保とサービスの質の向上を図る観点から、以下の条件に応じて加算

• 常勤の児童指導員等のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福
祉士又は公認心理士の資格保有者が３５％（２５％）以上雇用されて
いる事業所

加算区分（Ⅰ）・（Ⅱ）

児童指導員等の資格保有率を高め、質の向上
を図っていることに対する評価

• 児童指導員、保育士等のうち、常勤職員が７５％以上又は勤続３年
以上の常勤職員が３０％以上の事業所

加算区分（Ⅲ）

常勤職員又は経験豊富な人材の割合を高め、
質の向上を図っていることに対する評価

POINT 対象職種について

福祉専門職配置等加算は加算区分毎に対象となる職種がそれぞれ異なります。

加算区分（Ⅰ）・（Ⅱ）における児童指導員等とは

• 児童指導員、共生型児童発達支援（放課後等デイサービス）
従業者、指定発達支援医療機関の職員を指します。

• 保育士・機能訓練担当職員・看護職員・指導員等が含まれて
いないため、例えば保育士のみを配置している事業所の場
合、福祉専門職配置等加算（Ⅰ）（Ⅱ）は算定できません。

加算区分（Ⅲ）における児童指導員等とは

• 児童指導員、保育士、共生型児童発達支援（放課後等デイ
サービス）従業者、指定発達支援医療機関の職員を指しま
す。

• 保育士は含まれますが、機能訓練担当職員・看護職員・指導
員等が含まれていません。
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７ 福祉専門職配置等加算について

（２）計算方法

良質な人材の確保とサービスの質の向上を図る観点から、以下の条件に応じて加算

• 事業所全体の常勤の児童指導員等の内、有資格者（社会福祉士等）の割合を算出する計算方法

• 常勤の直接処遇職員として勤務している児童指導員等の内、有資格者（社会福祉士等）の人数（分子）

• 常勤の直接処遇職員として勤務している児童指導員等の総数（分母）

加算区分Ⅰ・Ⅱの場合

• 事業所全体の児童指導員又は保育士等の内、常勤職員の割合を算出する計算方法

• 「常勤の直接処遇職員として勤務している児童指導員又は保育士等の合計勤務時間数（分子）」

• 「直接処遇職員として勤務している児童指導員又は保育士等の合計勤務時間数（分母）」

加算区分Ⅲの①【常勤要件】の場合

• 事業所全体の常勤の児童指導員又は保育士等の内、勤続３年以上の職員の割合を算出する計
算方法

• 「常勤の直接処遇職員として勤務している児童指導員又は保育士等の内、勤続３年以上の職員の人数（分子）」

• 「常勤の直接処遇職員として勤務している児童指導員又は保育士の総数（分母）」

加算区分Ⅲの②【勤続年数要件】の場合

※常勤換算方法により算出された従業者数を用いて計算

※実際の人数（いわゆる頭数）を用いて計算

※実際の人数（いわゆる頭数）を用いて計算
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基準 社会福祉士

基準

基準 常勤かつ3年以上

基準 常勤かつ3年以上

基準

基準

基準

基準

直接支援職員常勤換算数 6.4

時間40

1.0

児童指導員 常勤 専従 C 160 40.0 1.0

児童指導員 常勤 専従 B 160 40.0

児童指導員 常勤 専従 A 160 40.0 1.0

強度行動

障害研修

修了者等

福祉専門職
配置等加算

対象者
常勤又は

非常勤

専従又

は兼務

4週の
合計

週平均
の勤務
時間

常勤換
算後の
人数

職種

勤務形態

氏名
兼務先及び

兼務する職務の
内容

基準
人員
可否

加配
対象者

40.0 1.0

保育士 常勤 専従 D 160 40.0

専従 F 100 25.0

1.0

理学療法士 常勤 専従 E 160

0.6

保育士 非常勤 専従 G 60 15.0 0.4

児童指導員 非常勤

0.4児童指導員 非常勤 専従 H 60 15.0

７ 福祉専門職配置等加算について

（別紙４）

　　年　　　　　　月　　　　　　日

　１　事業所・施設の名称

２　異動区分

３　届出項目

①
児童指導員等の総数
（常勤）

3人

②
①のうち社会福祉士等
の総数（常勤）

1人
①に占める②の割合が
２５％又は３５％以上

①
児童指導員等の総数
（常勤換算）

5.4人

② ①のうち常勤の者の数 4.0人
①に占める②の割合が
７５％以上

①
児童指導員等の総数
（常勤）

4人

②
①のうち勤続年数３年以
上の者の数

2人
①に占める②の割合が
３０％以上

福祉専門職員配置等加算に関する届出書

　１　新規　　　　　　２　変更　　　　　　３　終了

　１　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)　 　※有資格者35％以上

  ２　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)　 　※有資格者25％以上

  ３　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)　　 ※常勤職員が75％以上又は勤続3年以上の常勤職員が30％以上

　４　社会福祉士等の状況 有・無

　５　常勤職員の状況

有・無

　６　勤続年数の状況

３３％

７４％

５０％

常勤要件は×

（Ⅰ）は×
（Ⅱ）は〇

5.4

4

（3）配置例

以下の配置の場合、加算区分（Ⅰ）及び加算区分（Ⅲ）【勤続年数要件】の算定要件を満たし
ます。

POINT 対象職種について

福祉専門職配置等加算は加算区分毎に対象となる職種
がそれぞれ異なります。

勤続年数要件は〇
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8 Q＆A

【Q1】運営規程に定める営業時間とは何を指すのか。

【A１】運営規程に定める営業時間とは、事業所に職員を配置し、児童を受け入れる体制を整えている時間であって（中略）なお、「児童を受け入れる体制」とは、
原則として受入可能な児童の数に応じた人員配置基準を満たすことをいうもの（以下略）

（平成27 年度障がい福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ 問71（平成27年３月31 日））

【Q２】放課後等デイサービスの基本報酬における休業日とは何を指すのか。

【A２】具体的には以下のことを指す。
学校教育法施行規則第61 条及び第62 条の規定に基づく休業日（公立学校においては、国民の祝日、日曜日及び土曜日、教育委員会が定める日、私立学

校においては、当該学校の学則で定める日）

学校教育法施行規則第63 条等の規定に基づく授業が行われない日（例えば、台風等により臨時休校となる日）又は臨時休校の日（例えば、インフルエンザ
等により臨時休校の日）

なお、学校が休業日ではない日に、放課後等デイサービスを午前から利用した場合であっても、休業日の取扱いとはしない。

（平成27年度障害福祉サービス等制度改正に関するＱ＆Ａ 問69（平成26年4月9日））

＜通信制高校における休業日について＞
通信制高等学校単体の場合：学則において定める休業日（定めがない場合は公立学校に準ずる）
本体校に併設する通信制課程の場合：本体校の学則において定める休業日

【Q3】事業所の中に、休業日に利用している障がい児と授業終了後に利用している障がい児がいる場合、報酬はどう
なるのか。

【A3】個々の障がい児の利用実態に応じて、授業終了後（休業日ではない）又は休業日の報酬を算定する。
なお、放課後等デイサービスの報酬の算定に当たっては、当該サービスに係るサービス提供時間の下限を設定されているものではないが、休業日には、授業
終了後とは違い１日サービスを利用することが想定され、報酬上評価していることから、休業日に応じた必要なサービス提供時間を確保されたい。

（平成24年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ 問88（平成24年3月30日））
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8 Q＆A

【Q4】訪問教育を受けている障がい児の場合、放課後等デイサービスの対象となるのか。対象となる場合、訪問教育
が行われていない平日にサービスを行った場合、報酬はどうなるのか。

【A4】訪問教育については、就学児扱いとなるので、放課後等デイサービスの対象となり、訪問教育が行われていない平日にサービスを行った場合は、「休業
日」として取扱う。
なお、放課後等デイサービスの報酬の算定に当たっては、当該サービスに係るサービス提供時間の下限を設定されているものではないが、休業日には、授

業終了後とは違い１日サービスを利用することが想定され、報酬上評価していることから、休業日に応じた必要なサービス提供時間を確保されたい。

（平成24年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ 問92（平成24年3月30日））

【Q5】児童指導員、保育士等の職員が、有給消化により出勤していない場合、その穴埋めを行わなければならないの
か。

【A5】※有給と児童指導員等加配加算に関する考え方はP10のとおり

非常勤職員が有給消化により出勤していない場合、その分は常勤換算に入れることはできない。しかし、常勤換算は一週間単位の当該事業所の勤務状況
によるため、必ずしも出勤していないその日に埋め合わせる必要はなく、ほかの日に埋め合わせをし、トータルで常勤換算上の数値を満たせば足りる。

また、常勤の職員が有給消化により出勤していない場合については、その期間が暦月で１月を超えるものでない限り、常勤として勤務したものとして常勤換
算に含めることができる。

ただし、これはあくまで常勤の職員が有給休暇を取得しても、非常勤になるわけではないということであり、仮に常勤の職員が１名出勤しない場合は、実際
の支援体制としては、代わりの人員を配置する等して、基準の人員配置を遵守する必要がある。

なお、児童発達支援及び放課後等デイサービスについて、常勤職員の配置が必要となるが、常勤職員が有給消化で出勤していない場合は、当該常勤要件は
満たすものと考え、非常勤職員のみの配置でも問題ない。

（参考：障害福祉サービスに係るＱ＆Ａ VOL.2（平成19年12月19日））

【Q６】利用者が１人もいない場合の、基準の人員を配置する必要はあるか。

【A６】運営規程で定めている営業時間中は、利用者の有無に関わらず、基準の人員を配置しなければならない。
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8 Q＆A

【Q7】児童発達支援管理責任者や児童指導員・保育士等の直接支援員に係る業務について第三者への委託は可能か。

【A7】原則として当該事業の従業者によって指定児童発達支援を提供すべきであるが、障がい児の支援に直接影響を及ぼさない業務については、第三者へ
の委託等を行うことを認める。
本市において、障がい児の支援に直接影響を及ぼさない業務は「送迎のみを行う送迎員や事務員」と解釈しておりますので、児童発達支援管理責任者や児
童指導員・保育士等の直接支援員に係る業務について第三者への委託は不可。

（児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準 第38条）

【Q8】児童発達支援管理責任者や児童指導員・保育士等の直接支援員は派遣社員でもよいか。

【A8】当該事業所の管理者の指揮命令下にある従業者であれば問題はないため、派遣社員でもよい。

（児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準 第38条）

【Q9】強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）・重度訪問介護従事者養成研修（行動障害支援課程の修了に限る）・
行動援護従事者養成研修受講者は児童指導員にあたるか。

【A9】あたらない。

強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）・重度訪問介護従事者養成研修（行動障害支援課程の修了に限る）・行動援護従事者養成研修受講者は、児童指導
員等加配加算における児童指導員等にはあてはまるが、基準人員における児童指導員には含まれない。

【Q10】児童指導員について、特別支援学校卒業者も対象となるか。

【A10】
児童指導員要件⑧「３．通常の課程により十二年の学校教育を修了した者」に該当するため対象となる

Ⅰ-1②にある「通常の課程による12 年の学校教育を修了した者」とは、具体的にどういった方が含まれるのか。

⇒現行法上は、特別支援学校の高等部を修了した方及び高等専門学校第3年次を修了した方がこれに該当します。

（大学入学資格ガイドP22 文部科学省高等教育局大学振興課発行）
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8 Q＆A

【Q11】個別支援計画において定めた提供時間と実際に支援に要した時 間が異なる時間となる場合（計画に定め
る提供時間が該当する時間 区分とは、異なる時間区分となる場合）には、基本報酬の算定の取 扱いはどのよう
になるか。 
【A11】１．個別支援計画において定めた提供時間よりも、実際に支援に要した 時間が短くなった場合 ①利用者の都合による場合には、個別支援計画に定め
た提供時間が該 当する時間区分で算定する。学校の授業が延長した場合や道路渋滞 等により通常より送迎に時間を要するなど、事業所に起因しない事 情
による場合も同様とする。 ②事業所の都合による場合には、実際に支援に要した時間が該当する 時間区分で算定する。 なお、支援時間は３０分以上とする
ことを求めているが、①の場合 は３０分未満となった場合でも算定可能とする。②の場合は３０分 未満となった場合には算定不可とする。

２．個別支援計画において定めた提供時間よりも、実際の支援に要した 時間が長くなった場合 ・利用者の都合による場合、事業所の都合による場合、いずれ
におい ても、個別支援計画に定めた提供時間が該当する時間区分で算定す ることを基本とする。 ・ただし、利用者や学校等の都合により、通常個別支援計
画に定めて いる提供時間とは異なる時間区分で算定するような状況が想定され る場合（例えば、通常は1時間だが、学校の短縮授業等により３時 間になる
日が想定される場合等）には、想定される具体的な内容を 個別支援計画に定め、必要な体制をとっている場合には算定可能と する。

【Q12】保母資格証明書から保育士証への切り替えをしていないが、保育士として配置が可能か。

【A12】不可。

児童福祉法の改正前は、保育士（保母）資格証明書を持っていれば、保育士として児童福祉施設で働くことができたが、平成15年に改正されてからは、保育
士となる資格を証明する書類（保育士（保母）資格証明書、指定保育士養成施設卒業証明書、保育士試験合格通知書等）だけを持っていても、「保育士」として
働くことができなくなった。
「保育士」として働くには、その業務に就く前に、都道府県知事に対して登録申請手続きを行い、保育士証の交付を受けることが必要になった。保育士証の交
付を受けてはじめて、保育士として働くことができる。 

【Q13】児童発達支援管理責任者の実務経験について、社会福祉主事任用資格の取得後に、改めて5年の実務経験が
必要か。

【A13】社会福祉主事任用資格者等の場合、資格取得以前も含めて5年の経験があればよく、改めて5年間の実務経験が必要ということではない。
（上記は、相談支援専門員における考え方として示されていたが、児童発達支援管理責任者にも同じ考え方を適用する）
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8 Q＆A

【Q14】児童発達支援管理責任者欠如減算の対象となる事業所は児童指導員等加配加算及び専門的支援加算の算定
ができるのか。

【A14】算定不可。
いずれも「放課後等デイサービス（児童発達支援）給付費の算定に必要とする員数に加え、…」とあり、基準の人員配置を前提とした加算であるため、算定不
可。

【Q15】看護職員を基準の児童指導員及び保育士の員数に含めることは可能か。

【A15】医療的ケア区分に応じた基本報酬を算定する事業所において、サービス提供時間を通じて配置した看護職員は、基準の児童指導員等として計上する
ことが可能である。

ただし、医療的ケア区分に応じた基本報酬は、基準の児童指導員等の配置とは別に、看護職員の雇用を可能とする報酬を設定しているため、医療的ケア区分
に応じた基本報酬や医療連携体制加算を算定する上で配置した看護職員については、看護職員を基準の児童指導員等として計上することはできない。
また、基準の児童指導員等の員数に看護職員を加える場合であっても、半数以上は児童指導員又は保育士である必要がある点に留意すること（※）。

（例）定員10人の場合、基準の児童指導員等は２名必要。このうち、半数（１人）までは看護職員にできるが、もう１人は児童指導員又は保育士であることが必
要となる。

（※）言語聴覚士を多数配置する必要がある主として難聴児を通わせる児童発達支援センターについては、この取扱いの対象外となる。

（医療的ケアを必要とする障害児への支援に係る報酬の取扱いについて（児童発達支援・放課後等デイサービス））

【Q16】台風で事業所を休所したが、欠席時対応加算は算定可能か。

【A16】欠席時対応加算の要件となっている急病等には台風等の自然災害の場合も含まれますが、台風襲来に伴い、あらかじめ施設を開かないこと（障がい
福祉サービスの提供を中止すること）を決定・連絡していた場合は加算の対象となりません。

また、台風が接近しているが当日の上陸の有無や規模が不明確であった場合でも、施設において受け入れ体制を整えていない（①施設が開いていない。②
職員が通常どおり出勤していない。）場合や、電話等により当該利用者の状況を確認しても当該相談援助の内容を記録していない場合は加算の対象とはな
りません。
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8 Q＆A

【Q１7】営業日が週７日の事業所の場合、常勤の職員については、労働基準法等の関係法令に基づき、週休２日とする
必要等があり、法令上置けない日や、有給休暇等の取得により事業所に置くことができない日が生じる。
指定児童発達支援事業所（児童発達支援センター以外で、主として重症心身障害児を通わせる事業所以外）において、
常勤の児童指導員又は保育士が休暇を取得する日は、当該休暇を取得する常勤職員とは別に、常勤の児童指導員又
は保育士を置く必要があるのか。 

【A17】指定通所基準では、児童指導員又は保育士のうち１人以上は常勤職員であることとしているが、常勤職員がサービス提供時間帯を通じて児童発達支
援の提供に当たることまでは定めていない。

一方、児童指導員又は保育士は、児童発達支援の提供時間帯を通じて２名以上置く必要がある。

よって、労働基準法等との関係で、常勤の職員が休暇を取得する場合は、当該休暇を取得する職員以外の児童指導員又は保育士を配置して、サービス提供
時間帯を通じて２名以上配置する必要があるが、当該２名以上の職員が常勤職員である必要まではない。
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